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中国内陸開発と電力産業発展（上）

貴州省の電源開発を中心に

呉暁林

はじめに（課題と問題意識）

本論の課題は現在、中国南方電網の最大の越省電力供出地となっている貴州省

の電源開発の歴史を跡付けながら、供給サイドと需要サイドからそのダイナミッ

クな展開の要因を分析することにより、内陸地域電力事業発展のメカニズムを見

出すことである。

貴州省の電力事業は他地域と比べてかなり独自性を有している。発電所の建設

や給電開始など電力事業の取り組みは地域内の近代工業の勃興が遅れた分、上海

より少なくても４５年間ぐらい周辺地域の省や市より１５年～３０年ぐらい遅れた

(<貴州省電力工業史〉編集委編（2003）「貴州省電力工業史』、ｐ４)。１９８０年代

後半に省政府が地域外に需要と投資資金を求めて発展の契機と可能性を見出して

急成長してきた。

貴州省は自ら豊かな水力発電資源と巨大な石炭埋蔵量を持ち、近隣地域の広西、

広東、海南省より発電資源は恵まれるばかりでなく、資源の組み合わせもよい。

豊水期′渇水期の水力発電と調整可能な火力発電をベスト・ミックスして安定供

給を維持するうえで有利である。一方、海抜１０００メール以上の奥地高原に位置

しているので、連綿に起伏する険しい山や峡谷に大小の川が流れ、遮断された平

野や平地が点在し、交通が不便である。製造業など近代工業の発展が立ち遅れ、

地域内所得水準が低いため、省地域内の電力消費市場の拡大が制約されている。

電力は日常生活の照明用と家電用、産業もしくは輸送用の電源である。その貯

蔵不可能性から、発電してからエンドユーザーに瞬時に供給するための送給配電

網が必要であり、さらに余剰電力の長距離輸送には高圧送電技術と変圧施設が欠

かせない。その電力系統を形成するのに巨額な資金投入が必要である。電力産業
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'よ規模の経済性を有し、資源立地の発電供給地と電力消費地が住々にして離れる

場合があり、行政地域を跨る広域電力系統の形成は必然である。しかし、それは

短期的に実現されるものではなく、過去の地域の産業発展の由縁に制約され、か

つ障害要因を取り除く一定の時間と施策が必要となる。歴史的に見て中国の電力

系統の形成はきわめて多様性と地域性を持っている。日清戦争後、日中戦争期に

日本資本による電源開発が先行して戦時統制下で台湾、東北地域は独占と広域電

力系統が形成され、さらに華北地域・山東省に広域電力系統と地域電力系統が形

成され、人民共和国期に「不足の経済」のもとで一部の地域において電源開発と

広域電力系統が形成され、「計画的な停電の配給」に対する対応としての自家発

電・属地的取組み（農村電力系統）が生まれてきた（田島（2006ａ.b)、峰毅

(2006)、王京浜（2006）を参照)。

貫州省の電源開発を考える場合、電力事業の歴史が比較的に浅く、発展のネッ

クである開発資金の不足と工業の低位発展による地域内の需要不足などの地域的

特徴は貴州省の電源開発を他の地域と異なる様式をならしめたと思われます。本

論では貴州省の電源開発の契機、開発の主体、電気事業展開の一連のプロセスに

即して電力の開発・供給・需要にみられる資金、ユーザーの所在、送電網の建設

などの実態を解明し、計画経済時代の電源開発の遺産と電力産業の組織が改革開

放時代に継承され、かつ解消・解体・再編されていたのを明らかにすることは本

論の一つの試みである。

中国の電力供給は｢公共サービス｣として都市と農村部に非差別に行うように改

革が進んでいる。1998年より，「農網改造」（農村地域電力ネットワークの改造)，

｢農電体制改革」（農村地域電気事業体制の改革）及び「城郷電力価格改革」（都

市部と農村部の電気料金の改革）といった「両改一同価」（二つの改革と同一料

金化）を行ってきた。財として電力は所得水準の向上につれて生産と日常生活の

必要財として、需要が増大していく。公益事業として通常は送配電網の敷設され

ている地域住民に同一用途の同一価格で無差別にユニバーサル・サービスが提供

されるはずである。長期にわたる慢性的供給不足の計画経済時代に重工業優先発

展戦略を実施して、廉価な工業用電力料金を設定し、その供給の確保に必死であ

った。供給が緩和した時期、供給過剰の地域において都市部と農村地域は電力の

供給、電気料金が異なる状況が続いていた。計画時代の不足に対処して「国電」

と「地方電力」が並存するという産業組織の分散化は形成され、そもそもユニバ
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－サル・サービスという考え方も存在しなかった。電源開発の主体、電力供給者

が最初からユーザーを想定し、あるいは選択することができる制度的仕組みが形

成された。それは開発地城内や送電網の通過する地域に絵配電網や変圧所の建設

が怠る一因にもなった。「発電重視・送電軽視・ユーザーへのサービス無関係」

という表現は計画経済下の国電の経営パターンである。供給不足に加えて、たと

え供給過剰であっても地域に供給する給配電網もなく、地域政府が独自に発電を

起こし、給配電網を敷く行動をとるのは当然の帰結であった。電力供給が相対的

に過剰状態になった時期から展開された地域内送配給電網の整備強化、農村住民

の厚生向上のために要請された政府の強い介入は電力供給の「公共サービス」と

しての性格を顕在化させると同時に電力消費の増加につながり、電力事業者の独

占化を促していることを貴州省のケースに即して明らかにするのは本論のもう一

つの試みである。

一．後発型の貴州電力事業

1．自然条件と貴州省における位置づけ

貴州省は東に湖南省、南に広西、西に雲南省、北に四川省と重慶市に隣接する

面積１７万6167kｍ2で、全国土の１．８％を占める小さな省である。水力の開発可

能な資源は理論値で1874.50万ｋＷ、チベット、四川省、雲南省、新調、青海に

次ぐ全国６位である。域内に５本の主河流と支流が流れ、筆頭となる烏江（長

江水系）は、全長１０３７ｷロ、落差２０３６，，９段階（重慶流域を含むと１１段階）

の水力発電所の開発が段階的に行われている。南盤江、北南盤江（珠江水系)、

清水江、赤水河が隣の省に流域している。

石炭の分布は省面積の42.58％を占め、８７の県（市・区）中、７４県に石炭が

1866億ｔ埋蔵しているとされ、貴州省は「江南の煤都」といわれるゆえである。

そのバランスの取れた資源状況から南方地域のエネルギー供給の基地として期待

が高まっている。ほかにもう一つの特徴として、鉱物資源は燐，イオウ、アルミ

ニウム、アンチモンやチタンなどの稀土金属の埋蔵量が豊富であるため、化学肥

料、素材産業の開発と発展も進展している。

一方、人口3555万人（2005年）で農業人口が多いわりに耕地が少なく、－人
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当たりＧＤＰは全国最下位である。ここ数年、中央政府の取り組んでいる「西電

東送」（西部地域の電力を東部地域に送電する）事業を背景に、貴州省の電源開

発は地域経済発展の突破口と位置づけられ、省を挙げて取り組まれている。以上

の背景の下で、省内の発電設備容量は急速に拡大し、2002年に発電量は547.12

億kWhで、全国で12位、西部地域（１２省・区）で第２位に浮上してきた。
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出所：『貴州電力年鑑』（2001年）ｐ３

1-2．電力事業の草創と生成

すでに前にいったように貴州省で電気の使用は遅かった。電力事業の草造期に

おいて、国民政府は大きな推進役を果たしてきた。１９２７年、地元軍閥が省長に

就任し、省都である貫陽に２台７５ｋＷのユニットを持って火力発電所を起こさせ

た。翌年に省政府の官邸と少数の紳商の宅に電灯照明が実現した。ほぼ前後の時

期にこの省長を含む多くの軍政要人を輩出した桐梓県の市街に照明用の発電が行

われた。３５年には貴州省は国民政府の直接統治におかれ、電気局は、建設庁電
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灯廠に改組されると同時に、対外営業と損益自己負担となり、経費の支給を止め

られた。電気料金の徴収が困難であるため、経営存続ができなくなったという

(同、ｐ６)。貴州省の電気事業の本格的な取り組みは日中戦争の全面展開に伴う

国民政府資源委員会主導の後方地建設を待たなければならなかった。

１９３７年から、日本軍に占領される東部沿海地域から逃亡してきた政府機関、

学校や工商企業が貫陽市を中心に省内に移入、３８年～３９年間を見ても、101社

の工商業者が貫陽に移転してきた。電気需要が急速に伸びた。資源委員会は地方

政府と７対３の割合で貴陽電廠に１００万増資し、貴陽電灯廠は貴陽電気特種

股价公司貴陽電廠に改名された。１９３８年に新たに第一発電所（160ｋＷ交流ター

ビン発電機２機)、４２年に第二発電所（260ｋＷ、後に新規200ｋＷを増設）が建

設された。こうして照明、工業用電、道路照明の需要がかろうじて確保された。

日中戦争が終了した１９４５年８月以降、西遷してきた政府機関、学校、工業商業

業者が沿海地域へ戻っていくが、タバコ、マッチ、造紙、セメントの電力消費が

増えていた。１９４７年、第三発電所の建設に予定された発電機の到着が大きく遅

れたため、資源委員会は上海から輸入したばかりの上記の米国製1000kｗユニ

ットを貴陽に転じて運ばせた（『工業史』ｐ10.以下「史』と称す)。この米国製

ユニットはその後、貴州省で奇数の運命をたどり、大躍進期の１９５８年１１月に

鉄鋼増産の拠点と目された恵水工業区に移転、三線建設期の６７年に盆安新華燐

酸化学肥料廠に移転され、1990年まで使用されていた。1947年時点で、貴陽電

廠は、設備容量2040kW、従業員は３０５人、年間発電量は６０５万kWh、照明用

ユーザー４０２８戸、工業用ユーザー104戸、市街区の街頭灯1328（壷）個を有

していたという（同、plO)。

この時期に国民政府軍統局、経済部資源委員会がまた、初期投資の多用な水力

発電の開発に取り組でいだ。１９４１～４４年に兵工廠の移入とその生産用電に応

え、貴州省史上初のダムの建設がされた。桐梓県天門河に築き上げられた高さ

6.50ｍ、長さ３７ｍ、貯水容量３０万ｍ3のダムに装備された米国製発電機２機×

288ｋＷの発電所である。それが貴州省最初の近代的な水力発電所であった。さ

らに貴陽市の逼迫した電力需要と企画中のボーキサイト（アルミニウムの原料）

の採掘に必要な電力需要を満たすため、１９４４年に資源委員会は猫跳河流域に修

文河口発電所（設備容量２×750kW、年間発電量760kWh）の建設に取り掛か

り、貴陽向けの３３ｋＶ送電網の架設を策定した。
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８年間に１４の県政府所在地、さらに抗日戦争終了後の４年間に９箇所に民生

用、軍需用、企業自家用の小型発電所が開設され、木炭、ディーゼル、ガソリン

を原料に発電を開始した。後に小さな電灯工場が各地に相次いで開設された。競

争淘汰の結果、１９４９年前後、安順、道義など７つの県に小さな電灯工場は１２

社に減り、私営９社、公営３社であった（同、ｐｌｌ～pl2)。これらは員州省内

と隣省行きの公路（道路）沿線の２０の県に分布していた（貴州省電力工業志編

纂委員会（1996）「中国電力工業志叢書・貴州電力工業志』、ｐｌ)。

1949年、貴州省の発電設備容量は3030kW、全国の０．１６％に相当し、年間発

電量は722kW、全国の０．１７％に相当するものである。なお、従業員は７２２人で

あった。

新中国樹立後の３年間の経済回復期に、貴州省の電力事業は接収した修文水

力発電所と貴陽電廠の生産回復をはかると同時に、未完成の貴陽電気株式会社の

第３期工事（1000ｋＷユニット）の続行を行った。１９５１年に修文一貫陽間に長

さ３２６６キロの３３ｋＷ送電線が架設され、火力水力総合運行の貴陽電網が形作ら

れた。しかし、工業用の電力消費が不足しているため、設備出荷能力の３３％し

か満たされなかった。発電所は火力発電量を減らし、消費量を増やすよう貴陽に

おいて何度か電気料金の引き下げを行った。さらに自ら製鉄所を起こして消費量

を増やした結果、発電所が貴陽市最大のユーザーとった（｢史j、ｐ22)。

１－５計画時期に中国は西側の中国封じ込め政策の中、国際分業に参加できな

いため、重工業優先発展戦略をとることになった。貴州省は産業基盤があまりに

も弱いので、重点地域にはならなかった。電源開発は主に県政府所在地の照明通

信用、脱穀など一部の農産物加工と手工業の用電を満たすもので、各地に個別分

散的に小型の発電所が建設された。

1956年、貴州省政府は２－５計画期に中央が製鉄とアルミー生産に投資する

だろうと予測して貴陽発電所を移転して拡大建設を決めた。しかし、新規の設備

調達が難航したため、予定されていた遵義発電所の建設を中止して、その設備を

転用せざるをえなかった。その後、貴陽発電所の近くに大型のセメントエ場が作

られ、セメント生産用の電力使用は工業用電力の消費量を大幅に引き上げ、建築

材料工業は1956年に省の工業用電力消費の１９．４％を占めていた。

鉄鋼・食糧の生産量大増産をめざす大躍進が全国的に展開されるなか、貴州省

は鉄鋼生産量とアルミー生産量の確保を最優先し、それにむけて電源開発と電力
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供給をおこなった。１９６０年、貴州アルミー公司電解工場は稼動し、電力の消費

量がいきなり前年比205％急増した結果、工業用電力の消費量の１５％をとらえ、

電力の供給不足をいっそう深刻化させた。しかし、産業基盤の脆弱な地域内に立

地したため、製鉄とアルミー生産や加工は大きく制約され、大躍進が終焉になる

と、相次いで生産停止になってしまった。１９６２年に、工業用電力の消費は全体

の８６．９％に下がり、中には剣江化学肥料工場、遵義ソーダ工場を含む化学工業

が増え、１１．３％を占めていた。

このように特別な需要や電力多用型の地域特定産業に依存して成長してきた貴

州電力産業は、都市部民生用の電力消費や農村地域の電力消費を犠牲にしてしま

う構造になっていた。図１を参照。

図１
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貴州省電力消費構成の変動
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出所：（貴州省電力工業志編纂委員会編（1996）『貴州省電力工業志ｊ

ｐｐｌ７６－１７７より作成。
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１－３．電力産業の長期的変動

表１－ａ貴州省発電設備の構成と省電力工業局対地方政府所有別の推移(万kｗ・％）

蕊
賞州電

網設備

容量

設
量

内
容

省
備 年増

加率

年増

加率水力 火力 水力 火力
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護慧：
<貴州省電力工業史〉編集委編(2003）「貴州省電力工業史」pp492-499より作成。

表１－a、１－ｂは貴州省電力産業の基本構造をまとめたものである。発電設

備容量の増加率から貴州省電力産業の成長過程を見ると、異常な３桁増加の年

(1957年、１９５８年、1959年)、継続的成長の期間（後述する三線建設期、１９６５

年～１９７０年、７２年～７３年)、低迷期（1983年～１９８６年)、以降、１９８７年～

８９年の一回目の高潮期、１９９３年－９６年の二回目の高潮期、１９９７年～９８年の

三回目の高潮期、２０００年以降の四回目の高潮期が見られる。貴州省の電力産業

の時期区分は後続的開発プロジェクトが途絶えた１９８３年～８６年の低迷を境に、

大きく二つの時期、つまり三線建設期と改革開放時代の大規模な開発期に分ける

ことができる。三線建設期は貴州省電力産業の成立期であり、１９８７年以降は発

展期になる。このように賞州省の電力産業は後発組でありながら、キャッチアッ
プ型的発展の様式を有している。

発電量は１９６６年に１２億ｋＷｈ台、１９７１年２０億ｋＷｈ台、１９７７年に３０億

kWh台、７８年に４０億ｋＷｈ台、８２年に５０億ｋＷｈ台、８３年に６０億ｋＷｈ台、

８４年に７０億ｋＷｈ台、８６年に８０億ｋＷｈ台、８８年に９０億ｋＷｈ台、1990年に

100億ｋＷｈ台、1993年に140億kWh台、1995年に200億ｋＷｈ台、1998年に

250億ｋＷｈ台、２０００年に３００億ｋＷｈ台、２００３年に貫州電力網管轄の「統潤」
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(統一調達）発電量は477.76億ｋＷｈと急上昇している。中国流の倍増ゲームで

いうと、貴州電力公司所管の電力網容量は１９７８年の８２．８万ｋＷｈから１９９０年

の191.3万ｋＷｈに倍増するのに１２年間、２０００年の４９０万ｋＷｈに２倍増する

のに約１０年、２００５年の１０３０万ｋＷｈに倍増するのに５年間という計算になる。

大型ユニット（30ＭＷ）が貴州電力網の両者主力発電機種となっている（｢貴州

電力報』（2005年９月１０日)。

貴州省電力産業内部の特徴

水力発電と火力発電の構成は設備容量、発電量からみてみよう。全体的に水力

下降、火力発電上昇の傾向。しかし、省全体と電網の両者構成比率が違うことに

注意すべきである。両者を比較すると、電網のほうでは、水力は下がる速度が速

く、電網内に占める割合が小さくなっている。さらに地方政府の取り組んでいる

発電事業は省全体の発電において一定の割合を維持している。設備容量において

2割弱、発電量においては１割強。田島（2006）に指摘された中国電力産業に

おける水力発電設備過剰の構造問題が確認される。

表１－ｂ貴州省発電量と構成の推移

年成

長率

櫛成比率 省電力工業局

(＝貴州電網＝国網）全省

発電量

合計

嶮動密

蕊
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蕊
<貴州省電力工業史〉編集委編(2003）「貴州省電力工業史jpp492～４９９より作成。

(続きは次号に第二章地域開発と電源開発、第三章送給配電網整備にともなう産

業組織の再編、終章と参考文献を投稿・掲載する予定｡）
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